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１） 調査の目的

　　毎年度、日本私立短期大学協会に加盟の全会員短大を対象に卒業後の状況調査を実施すること

　により、地域別および分野別の卒業者数・就職希望者数・就職決定者数・就職以外の進路者数等

　について把握し、今後の私立短期大学におけるよりよい就職支援を模索するための基礎資料とする。

　　なお、短期大学卒業生の雇用形態の状況を把握するため、就職決定者の正規雇用、非正規雇用

　の具体的人数を調査し、その結果から、近年特に問題視されている労働条件、処遇等に対する喫

　緊の課題に取組む資料とする。

　　また、自県内就職者数を調査することにより、地域に密着した短期大学の状況をより正確に把握す

　るための資料としたい。

２） 調査対象

　　日本私立短期大学協会加盟の３０３短大のうち、第２部（夜間部）のみ設置の４短大および通信教育

　課程のみ設置短大１校、平成２９年度新設（３年制）1校、平成３０年度新設短大１校を除く２９６短大に
　おける第１部（昼間部）学科。

３） 調査方法

　　事務局より、郵送にて各短大学長あて、 「平成３０年度私立短大卒業生の卒業後の状況調査」

　について調査依頼を行い、電子媒体により回答を求めた。

４） 調査時期
平成３１年４月２６日 ～ 令和元年５月２８日

５） 集計回答校数
集計回答校数は、２９６短大中、２９６短大。（回答率１００％）

（参考） 平成元年度卒業生 平成２年度 平成３年度 平成４年度 平成５年度
調 査 対 象 校 464 471 481 484 489
回 答 校 数 405 410 431 454 467

回答率（％） 87.3 87.0 89.6 93.8 95.5
平成６年度 平成７年度 平成８年度 平成９年度 平成１０年度

調 査 対 象 校 491 488 490 485 484
回 答 校 数 454 458 458 460 449

回答率（％） 92.5 93.9 93.5 94.8 92.8
平成１１年度 平成１２年度 平成１３年度 平成１４年度 平成１５年度

調 査 対 象 校 470 457 442 428 405
回 答 校 数 447 435 414 406 402

回答率（％） 95.1 95.2 93.7 95.0 99.3
平成１６年度 平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度

調 査 対 象 校 391 376 366 357 350
回 答 校 数 386 368 360 327 326

回答率（％） 98.7 97.9 98.4 91.6 93.1
平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度

調 査 対 象 校 342 336 331 325 320
回 答 校 数 333 327 331 323 319

回答率（％） 97.4 97.3 100.0 99.4 99.7
平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度

調 査 対 象 校 314 309 305 298 296
回 答 校 数 313 309 305 298 296

回答率（％） 99.7 100.0 100.0 100.0 100.0

調査の概要
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６） 集計件数

　　就職決定者の各集計件数は、下記の通り。

企業・団体 公務員 幼稚園教諭 保育士 栄養士 介護福祉士
その他の
専門職

北海道 29 29 15 11 11 5 11

東　北 39 36 9 18 18 10 6

関　東 77 70 13 41 39 10 28

東　京 49 48 14 14 12 8 9

中　部 86 79 17 31 31 15 25

近　畿 49 48 11 24 23 7 14

大　阪 38 36 4 16 16 4 13

中　国 35 34 8 16 16 7 10

四　国 25 24 6 9 10 6 6

九　州 73 67 18 28 30 17 23

７） 地域の分類

　　地域の表記については、本協会の支部の区分による下記 ９ ブロックとする。

　　なお、各地域の当該県は次の通り。

北海道

東　北 ・・・青森、岩手、秋田、宮城、山形、福島

関　東 ・・・茨城、栃木、群馬、埼玉、千葉、神奈川、新潟、山梨

東　京

中　部 ・・・富山、石川、福井、長野、岐阜、静岡、愛知、三重

近　畿 ・・・滋賀、京都、兵庫、奈良、和歌山

大　阪

中四国 　（中国）・・・鳥取、岡山、広島、山口　　（四国）・・・徳島、香川、愛媛、高知

九　州 ・・・福岡、佐賀、長崎、熊本、大分、宮崎、鹿児島、沖縄

８） 報告書作成にあたって

　　回答のあった調査票１および調査票２の集計について、調査票１は、コンピュータ集計により得ら

　れた結果を基に作表した。また、調査票２については、就職問題委員会委員により、各項目ごとに

　分担して記述内容を一覧にしたうえで、まとめを行った。
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当 該 年 度 平成元年度 平成２年度 平成３年度 平成４年度 平成５年度

平成２年３月卒 平成３年３月卒 平成４年３月卒 平成５年３月卒 平成６年３月卒

就職決定率 97.3 97.0 97.9 95.1 88.5

当 該 年 度 平成６年度 平成７年度 平成８年度 平成９年度 平成１０年度

平成７年３月卒 平成８年３月卒 平成９年３月卒 平成10年３月卒 平成11年３月卒

就職決定率 85.7 87.3 90.1 89.5 85.0

当 該 年 度 平成１１年度 平成１２年度 平成１３年度 平成１４年度 平成１５年度

平成12年３月卒 平成13年３月卒 平成14年３月卒 平成15年3月卒 平成16年3月卒

就職決定率 82.7 86.5 87.2 86.6 88.2

当 該 年 度 平成１６年度 平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度

平成17年３月卒 平成18年３月卒 平成19年３月卒 平成20年３月卒 平成21年３月卒

就職決定率 90.5 91.8 93.1 93.7 93.3

当 該 年 度 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度

平成22年３月卒 平成23年３月卒 平成24年３月卒 平成25年３月卒 平成26年３月卒

就職決定率 90.4 91.6 93.0 95.1 95.7

当 該 年 度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度

平成27年３月卒 平成28年３月卒 平成29年３月卒 平成30年３月卒 平成31年３月卒

就職決定率 96.6 97.1 97.6 97.9 97.8

平成元年度～平成３０年度卒業生における就職決定率の推移
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卒業者数
就　職
決定者

四 年 制
大 学 へ の
編 入 学 者

短 大
専 攻 科 へ
の 進 学 者

専修・各種
学 校 等 へ
の 入 学 者

一 時 的 な
仕 事 に
就 い た 者

その他

48,258 40,001 2,714 1,001 604 899 3,039
（人）

(100%) 82.9 5.6 2.1 1.3 1.9 6.3 （％）

２９年度
(100%) 82.8 5.7 2.4 1.2 1.8 6.1

２８年度
(100%) 81.6 5.8 2.5 1.4 2.1 6.5

２７年度
(100%) 79.9 6.2 2.8 1.6 2.4 7.1

２６年度
(100%) 78.9 6.2 2.8 1.5 2.4 8.3

２５年度
(100%) 76.3 6.7 3.1 1.7 3.0 9.2

２４年度
(100%) 74.5 7.0 3.1 2.1 3.4 10.0

２３年度
(100%) 71.7 6.9 2.9 2.2 4.3 12.1

２２年度
(100%) 69.2 7.4 3.2 2.2 4.6 13.4

２１年度
(100%) 67.3 7.7 3.4 2.4 4.8 14.5

(100%) 71.4 7.7 3.5 2.0 3.8 11.6

66,887 47,789 5,178 2,355 1,322 2,517 7,726

私立短大卒業生の進路状況

経年の割合

３０年度

２０年度

就職決定者
82.9%

四年制大学への

編入学者

5.6%

短大専攻科への

進学者

2.1%

専修・各種学校等

への入学者

1.3%

一時的な仕事に

就いた者

1.9%
その他

6.3%
３０年度卒
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就職
決定者数

正規
雇用者数

非正規
雇用者数

正規
雇用率

企業・団体 15,881 15,118 763 95.2%

幼稚園教諭 6,000 5,689 311 94.8%

保育士 11,100 10,095 1,005 90.9%

栄養士 3,089 2,986 103 96.7%

その他の専門職 3,716 3,425 291 92.2%

公務員 215 158 57 73.5%

計 40,001 37,471 2,530 93.7%

私立短大卒業生における就職決定者の状況
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15.0%

保育士

27.7%

栄養士

7.7%

その他の専門職

9.3%

公務員

0.5%

就職決定者の内訳
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公務員

正規雇用率の状況 正規雇用 非正規雇用
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２６年度卒 ２７年度卒 ２８年度卒 ２９年度卒 ３０年度卒

企業・団体 89.6% 91.8% 93.4% 94.4% 95.2%

幼稚園教諭 93.3% 93.4% 94.0% 94.4% 94.8%

保　育　士 81.7% 84.0% 86.2% 88.6% 90.9%

栄　養　士 93.5% 93.8% 95.8% 96.2% 96.7%

その他の
専 門 職

92.1% 91.2% 91.7% 93.3% 92.2%

公　務　員 57.5% 67.8% 63.8% 74.9% 73.5%

計 88.1% 89.7% 91.3% 92.7% 93.7%

正規雇用率の推移
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２６年度卒 ２７年度卒 ２８年度卒 ２９年度卒 ３０年度卒

北海道 71.5% 80.3% 83.2% 85.2% 88.5%

東　北 79.2% 82.3% 87.1% 89.7% 91.4%

関　東 93.8% 94.7% 95.8% 96.2% 96.3%

東　京 93.0% 94.0% 94.9% 94.9% 96.1%

中　部 92.1% 92.8% 93.5% 96.0% 96.2%

近　畿 88.9% 91.1% 91.4% 93.1% 94.1%

大　阪 91.6% 92.0% 94.2% 94.8% 95.6%

中　国 88.4% 89.9% 89.8% 89.8% 92.1%

四　国 75.0% 80.8% 85.6% 85.8% 85.6%

九　州 81.0% 81.2% 84.3% 86.7% 88.8%

全　国 88.1% 89.7% 91.3% 92.7% 93.7%

地域別正規雇用率の推移

正規雇用率
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１　地域別の卒業者数・就職希望者数・就職決定者数

卒業者数
Ａ

就職
希望者数

Ｂ

就職
決定者数

ａ

自県内
就職者数

ｃ

就職希望率
　Ｂ／Ａ (%)

就職決定率
　ａ／Ｂ (%)

就職者
の割合

ａ／Ａ (%)

自県内
就職率

　ｃ／ａ (%)

全　国 48,258 40,911 40,001 28,713 84.8 97.8 82.9 71.8

北海道 2,413 1,921 1,872 1,706 79.6 97.4 77.6 91.1

東　北 3,069 2,814 2,776 1,935 91.7 98.6 90.5 69.7

関　東 8,668 7,691 7,572 5,038 88.7 98.5 87.4 66.5

東　京 5,688 4,175 3,966 2,533 73.4 95.0 69.7 63.9

中　部 7,846 7,101 6,980 5,401 90.5 98.3 89.0 77.4

近　畿 5,186 4,224 4,141 2,416 81.5 98.0 79.8 58.3

大　阪 4,903 3,835 3,730 2,785 78.2 97.3 76.1 74.7

中四国 4,055 3,618 3,560 2,720 89.2 98.4 87.8 76.4

中国 2,586 2,303 2,280 1,652 89.1 99.0 88.2 72.5

四国 1,469 1,315 1,280 1,068 89.5 97.3 87.1 83.4

九　州 6,430 5,532 5,404 4,179 86.0 97.7 84.0 77.3

地域別就職決定者の雇用形態別内訳

就職
決定者数

正規
雇用者数

非正規
雇用者数

正規雇用率

全　国 40,001 37,471 2,530 93.7%

北 海 道 1,872 1,656 216 88.5%

東 北 2,776 2,538 238 91.4%

関 東 7,572 7,293 279 96.3%

東 京 3,966 3,812 154 96.1%

中 部 6,980 6,712 268 96.2%

近 畿 4,141 3,898 243 94.1%

大 阪 3,730 3,566 164 95.6%

中 四 国 3,560 3,196 364 89.8%

中　国 2,280 2,100 180 92.1%

四　国 1,280 1,096 184 85.6%

九 州 5,404 4,800 604 88.8%

平成３０年度私立短大卒業生の卒業後の状況調査　集計結果
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    地域別の卒業者数・就職希望者数・就職決定者数
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北海道 東 北 関 東 東 京 中 部 近 畿 大 阪 中 国 四 国 九 州

地域別就職決定者の正規雇用率
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２　分野別の卒業者数・就職希望者数・就職決定者数

卒業者数
Ａ

就職
希望者数

Ｂ

就職
決定者数

ａ

自県内
就職者数

ｃ

就職希望率
　Ｂ／Ａ (%)

就職決定率
　ａ／Ｂ (%)

就職者
の割合

ａ／Ａ (%)

自県内
就職率

　ｃ／ａ (%)

全　国 48,258 40,911 40,001 28,713 84.8 97.8 82.9 71.8

人　文 4,380 2,707 2,611 1,504 61.8 96.5 59.6 57.6

社　会 3,601 3,098 3,012 2,217 86.0 97.2 83.6 73.6

教　養 1,062 840 820 604 79.1 97.6 77.2 73.7

工　業 1,176 844 828 390 71.8 98.1 70.4 47.1

農　業 257 146 144 86 56.8 98.6 56.0 59.7

保　健 2,901 2,582 2,472 1,702 89.0 95.7 85.2 68.9

家　政 9,515 8,321 8,175 5,899 87.5 98.2 85.9 72.2

教　育 20,004 18,249 18,106 13,759 91.2 99.2 90.5 76.0

芸　術 1,680 1,062 834 491 63.2 78.5 49.6 58.9

その他 3,682 3,062 2,999 2,061 83.2 97.9 81.5 68.7

分野別就職決定者の雇用形態別内訳

就職
決定者数

正規
雇用者数

非正規
雇用者数

正規雇用率

全　国 40,001 37,471 2,530 93.7%

人　文 2,611 2,463 148 94.3%

社　会 3,012 2,894 118 96.1%

教　養 820 790 30 96.3%

工　業 828 825 3 99.6%

農　業 144 129 15 89.6%

保　健 2,472 2,421 51 97.9%

家　政 8,175 7,767 408 95.0%

教　育 18,106 16,542 1,564 91.4%

芸　術 834 761 73 91.2%

その他 2,999 2,879 120 96.0%
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     分野別就職決定者の正規雇用率

    分野別の卒業者数・就職希望者数・就職決定者数
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３　地域別・分野別の卒業者数・就職希望者数・就職決定者数

地域 分野 卒業者数 Ａ
就職

希望者数 Ｂ
就職

決定者数 ａ
自県内

就職者数 c

就職
希望率
Ｂ／Ａ

就職
決定率
ａ／Ｂ

自県内
就職率
c／a

就職者の
割合

ａ／Ａ (%)

人文 457 235 227 202 51.4 96.6 89.0 49.7

社会 180 169 168 160 93.9 99.4 95.2 93.3

教養 229 216 210 202 94.3 97.2 96.2 91.7

北 工業 84 74 74 60 88.1 100.0 81.1 88.1

海 農業 131 48 48 44 36.6 100.0 91.7 36.6

道 家政 500 452 435 389 90.4 96.2 89.4 87.0

教育 752 665 656 610 88.4 98.6 93.0 87.2

その他 80 62 54 39 77.5 87.1 72.2 67.5

小計 2,413 1,921 1,872 1,706 79.6 97.4 91.1 77.6

人文 26 16 16 15 61.5 100.0 93.8 61.5

社会 147 133 130 102 90.5 97.7 78.5 88.4

保健 289 240 239 116 83.0 99.6 48.5 82.7

東 家政 724 661 648 434 91.3 98.0 67.0 89.5

北 教育 1,336 1,270 1,262 931 95.1 99.4 73.8 94.5

芸術 8 3 3 1 37.5 100.0 33.3 37.5

その他 539 491 478 336 91.1 97.4 70.3 88.7

小計 3,069 2,814 2,776 1,935 91.7 98.6 69.7 90.5

人文 682 479 454 148 70.2 94.8 32.6 66.6

社会 854 761 749 410 89.1 98.4 54.7 87.7

工業 66 62 62 53 93.9 100.0 85.5 93.9

関 保健 729 661 653 492 90.7 98.8 75.3 89.6

東 家政 720 655 651 380 91.0 99.4 58.4 90.4

教育 4,416 4,117 4,078 2,908 93.2 99.1 71.3 92.3

芸術 149 84 69 35 56.4 82.1 50.7 46.3

その他 1,052 872 856 612 82.9 98.2 71.5 81.4

小計 8,668 7,691 7,572 5,038 88.7 98.5 66.5 87.4
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地域 分野 卒業者数 Ａ
就職

希望者数 Ｂ
就職

決定者数 ａ
自県内

就職者数 c

就職
希望率
Ｂ／Ａ

就職
決定率
ａ／Ｂ

自県内
就職率
c／a

就職者の
割合

ａ／Ａ (%)

人文 960 713 686 487 74.3 96.2 71.0 71.5

社会 318 196 184 106 61.6 93.9 57.6 57.9

教養 525 355 347 252 67.6 97.7 72.6 66.1

東 工業 168 21 20 2 12.5 95.2 10.0 11.9

京 保健 242 191 181 88 78.9 94.8 48.6 74.8

家政 1,637 1,323 1,295 869 80.8 97.9 67.1 79.1

教育 1,396 1,065 1,047 562 76.3 98.3 53.7 75.0

芸術 442 311 206 167 70.4 66.2 81.1 46.6

小計 5,688 4,175 3,966 2,533 73.4 95.0 63.9 69.7

人文 386 334 328 243 86.5 98.2 74.1 85.0

社会 888 827 818 748 93.1 98.9 91.4 92.1

教養 132 115 112 24 87.1 97.4 21.4 84.8

工業 402 351 350 128 87.3 99.7 36.6 87.1

中 保健 665 636 577 426 95.6 90.7 73.8 86.8

部 家政 1,605 1,435 1,421 1,101 89.4 99.0 77.5 88.5

教育 3,155 2,923 2,904 2,401 92.6 99.3 82.7 92.0

芸術 188 131 124 61 69.7 94.7 49.2 66.0

その他 425 349 346 269 82.1 99.1 77.7 81.4

小計 7,846 7,101 6,980 5,401 90.5 98.3 77.4 89.0

人文 443 285 281 77 64.3 98.6 27.4 63.4

社会 264 181 177 79 68.6 97.8 44.6 67.0

工業 206 176 164 70 85.4 93.2 42.7 79.6

農業 38 37 35 6 97.4 94.6 17.1 92.1

近 保健 58 57 57 49 98.3 100.0 86.0 98.3

畿 家政 1,076 912 900 480 84.8 98.7 53.3 83.6

教育 2,147 1,904 1,899 1,331 88.7 99.7 70.1 88.4

芸術 197 108 72 26 54.8 66.7 36.1 36.5

その他 757 564 556 298 74.5 98.6 53.6 73.4

小計 5,186 4,224 4,141 2,416 81.5 98.0 58.3 79.8
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地域 分野 卒業者数 Ａ
就職

希望者数 Ｂ
就職

決定者数 ａ
自県内

就職者数 c

就職
希望率
Ｂ／Ａ

就職
決定率
ａ／Ｂ

自県内
就職率
c／a

就職者の
割合

ａ／Ａ (%)

人文 991 359 346 160 36.2 96.4 46.2 34.9

社会 247 236 232 179 95.5 98.3 77.2 93.9

保健 455 427 421 327 93.8 98.6 77.7 92.5

大 家政 811 730 725 556 90.0 99.3 76.7 89.4

阪 教育 1,697 1,585 1,562 1,307 93.4 98.5 83.7 92.0

芸術 343 185 138 60 53.9 74.6 43.5 40.2

その他 359 313 306 196 87.2 97.8 64.1 85.2

小計 4,903 3,835 3,730 2,785 78.2 97.3 74.7 76.1

人文 10 8 8 6 80.0 100.0 75.0 80.0

社会 262 229 225 184 87.4 98.3 81.8 85.9

工業 146 119 117 70 81.5 98.3 59.8 80.1

中 保健 407 334 328 190 82.1 98.2 57.9 80.6

四 家政 1,095 966 933 751 88.2 96.6 80.5 85.2

国 教育 1,860 1,748 1,741 1,360 94.0 99.6 78.1 93.6

芸術 165 112 108 74 67.9 96.4 68.5 65.5

その他 110 102 100 85 92.7 98.0 85.0 90.9

小計 4,055 3,618 3,560 2,720 89.2 98.4 76.4 87.8

人文 425 278 265 166 65.4 95.3 62.6 62.4

社会 441 366 329 249 83.0 89.9 75.7 74.6

教養 176 154 151 126 87.5 98.1 83.4 85.8

工業 104 41 41 7 39.4 100.0 17.1 39.4

九 農業 88 61 61 36 69.3 100.0 59.0 69.3

州 保健 56 36 16 14 64.3 44.4 87.5 28.6

家政 1,347 1,187 1,167 939 88.1 98.3 80.5 86.6

教育 3,245 2,972 2,957 2,349 91.6 99.5 79.4 91.1

芸術 188 128 114 67 68.1 89.1 58.8 60.6

その他 360 309 303 226 85.8 98.1 74.6 84.2

小計 6,430 5,532 5,404 4,179 86.0 97.7 77.3 84.0

48,258 40,911 40,001 28,713 84.8 97.8 71.8 82.9合　計
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４　地域別の就職以外の進路者数

四年制大学へ 短大専攻科 専修・各種学校 一時的な仕事

の編入学者　 への進学者 等への入学者　 に就いた者　

全　国 2,714 1,001 604 899 3,039 8,257

北海道 319 24 16 28 154 541

東　北 61 33 21 54 124 293

関　東 367 99 79 128 423 1,096

東　京 570 383 152 164 453 1,722

中　部 175 118 102 120 351 866

近　畿 358 155 58 110 364 1,045

大　阪 489 10 71 169 434 1,173

中四国 85 57 33 28 292 495

九　州 290 122 72 98 444 1,026

５　分野別の就職以外の進路者数

四年制大学へ 短大専攻科 専修・各種学校 一時的な仕事

の編入学者　 への進学者 等への入学者　 に就いた者　

全　国 2,714 1,001 604 899 3,039 8,257

人　文 963 25 98 169 514 1,769

社　会 239 5 54 53 238 589

教　養 72 23 27 11 109 242

工　業 232 27 13 7 69 348

農　業 93 0 5 3 12 113

保　健 19 113 30 37 230 429

家　政 363 104 120 201 552 1,340

教　育 409 459 118 195 717 1,898

芸　術 124 135 96 117 374 846

その他 200 110 43 106 224 683

その他 合　計

その他 合　計
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６　地域別・分野別の就職以外の進路者数

四年制大学へ 短大専攻科 専修・各種学校 一時的な仕事

の編入学者 への進学者 等への入学者 に就いた者

人文 179 1 4 3 43 230

社会 1 0 1 5 5 12

教養 2 0 1 4 12 19

北 工業 4 0 1 2 3 10

海 農業 71 0 4 0 8 83

道 家政 24 0 2 1 38 65

教育 33 23 1 8 31 96

その他 5 0 2 5 14 26

小計 319 24 16 28 154 541

人文 0 6 0 0 4 10

社会 3 0 0 5 9 17

保健 0 0 13 17 20 50

東 家政 28 5 1 3 39 76

北 教育 15 22 1 8 28 74

芸術 3 0 0 0 2 5

その他 12 0 6 21 22 61

小計 61 33 21 54 124 293

人文 140 0 11 14 63 228

社会 30 1 12 16 46 105

工業 2 2 0 0 0 4

関 保健 9 24 4 2 37 76

東 家政 15 5 7 13 29 69

教育 43 61 24 49 161 338

芸術 23 6 12 8 31 80

その他 105 0 9 26 56 196

小計 367 99 79 128 423 1,096

地域 分野 その他 合　計
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四年制大学へ 短大専攻科 専修・各種学校 一時的な仕事

の編入学者 への進学者 等への入学者 に就いた者

人文 99 12 34 44 85 274

社会 79 3 21 11 20 134

教養 58 23 19 0 78 178

東 工業 135 0 0 0 13 148

京 保健 2 26 7 7 19 61

家政 105 64 33 61 79 342

教育 55 199 9 23 63 349

芸術 37 56 29 18 96 236

小計 570 383 152 164 453 1,722

人文 11 6 4 6 31 58

社会 23 1 7 9 30 70

教養 5 0 4 1 10 20

工業 17 21 1 2 11 52

中 保健 0 11 4 10 63 88

部 家政 28 12 29 43 72 184

教育 60 52 30 24 85 251

芸術 3 10 19 10 22 64

その他 28 5 4 15 27 79

小計 175 118 102 120 351 866

人文 90 0 15 5 52 162

社会 55 0 4 4 24 87

工業 23 0 1 0 18 42

近 農業 0 0 1 0 2 3

畿 保健 0 0 0 0 1 1

家政 55 3 15 35 68 176

教育 103 10 10 34 91 248

芸術 4 41 4 5 71 125

その他 28 101 8 27 37 201

小計 358 155 58 110 364 1,045

地域 分野 その他 合　計
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四年制大学へ 短大専攻科 専修・各種学校 一時的な仕事

の編入学者 への進学者 等への入学者 に就いた者

人文 405 0 27 65 148 645

社会 3 0 0 1 11 15

保健 1 1 1 0 31 34

大 家政 9 1 9 13 54 86

阪 教育 29 4 11 20 71 135

芸術 35 3 20 67 80 205

その他 7 1 3 3 39 53

小計 489 10 71 169 434 1,173

人文 0 0 0 0 2 2

社会 6 0 2 0 29 37

工業 4 4 0 3 18 29

中 保健 7 30 1 1 40 79

四 家政 31 5 9 8 109 162

国 教育 25 7 12 8 67 119

芸術 12 11 6 6 22 57

その他 0 0 3 2 5 10

小計 85 57 33 28 292 495

人文 39 0 3 32 86 160

社会 39 0 7 2 64 112

教養 7 0 3 6 9 25

工業 47 0 10 0 6 63

九 農業 22 0 0 3 2 27

州 保健 0 21 0 0 19 40

家政 68 9 15 24 64 180

教育 46 81 20 21 120 288

芸術 7 8 6 3 50 74

その他 15 3 8 7 24 57

小計 290 122 72 98 444 1,026

2,714 1,001 604 899 3,039 8,257

地域 分野 その他 合　計

合　計
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２６年度卒 ２７年度卒 ２８年度卒 ２９年度卒 ３０年度卒

北海道 80.8% 89.1% 90.7% 92.6% 94.0%

東　北 84.8% 85.8% 90.4% 93.4% 93.5%

関　東 93.1% 93.5% 95.8% 96.5% 96.3%

東　京 90.8% 92.9% 93.8% 94.0% 96.1%

中　部 95.6% 95.3% 96.1% 97.7% 97.3%

近　畿 89.3% 92.8% 93.1% 94.8% 96.1%

大　阪 88.1% 89.6% 92.8% 92.0% 93.9%

中　国 90.1% 93.8% 92.5% 93.8% 93.4%

四　国 83.5% 90.7% 93.2% 92.3% 93.5%

九　州 82.4% 86.4% 89.2% 90.7% 91.9%

全　国 89.6% 91.8% 93.4% 94.4% 95.2%

企業・団体の正規雇用率の推移

正規雇用率
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就職
決定者数

正規
雇用者数

非正規
雇用者数

正規
雇用率

全　国 15,881 15,118 763 95.2%

北海道 849 798 51 94.0%

東　北 789 738 51 93.5%

関　東 2,483 2,392 91 96.3%

東　京 2,479 2,382 97 96.1%

中　部 2,708 2,636 72 97.3%

近　畿 2,005 1,926 79 96.1%

大　阪 1,562 1,466 96 93.9%

中　国 685 640 45 93.4%

四　国 445 416 29 93.5%

九　州 1,876 1,724 152 91.9%

平成３０年度企業・団体における地域別雇用形態の状況

94.0 93.5 
96.3 96.1 97.3 96.1 93.9 93.4 93.5 91.9 
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設問Ａ 

企業・団体の平成３０年度の就職・採用活動について 

これまでの傾向と比較して変化のあったもの（まとめ） 

① 雇用形態、処遇（含・給与状況）等について

記述があった短期大学１２４校のうち、５２校が「改善している」と肯定的な報告だった。

具体的には、給与等のＵＰが２５件で最も多く、次に労働環境（休日の増加や残業時間の抑

制等）の改善が１１件、正規雇用への改善が７件、その他、奨学金返済特別手当に関する内

容と女性の活躍推進や多様な働き方改革に配慮した企業が増加したという報告がそれぞれ３

件あった。否定的な意見は１２件と少ないが、学部生と比較して初任給が低い、専門職と比

較して住宅手当が低い、給与にみなし残業を含めている企業が増えたといった報告があった。

なお、変化なしの記述は５１件だった。

② 学生の就労意識、意欲について

記述があった短期大学１３３校のうち、変化なしは３９校であった。

「意欲的」、「早期から活動」、「企業訪問をする学生が増えた」等、肯定的と考えられる報

告は３６校、「危機感不足」、「のんびりしている」、「主体的に活動できない」、「アルバイト感

覚で仕事選びをしている」等、否定的と考えられる報告は２４校であった。

また、二極化している、または進んでいると回答した短期大学は１９件あり、インターン

シップから参加して早期から就職活動に取り組む意欲の高い学生と、売り手市場という安心

感からか活動開始時期が遅い学生の差が広がっている傾向が報告された。このほか、職種よ

りも雇用条件（給与・休日）を重視するという回答が６校からあったほか、内定を複数得る

ようになった反面、内定辞退の礼儀に欠ける例が散見されたとの報告もあった。

③ 雇用側の対応で改善された（よくなった）と感じた事例

記述があった短期大学は６５校であった（変更なしを除く）。最も多かったのは給与・処遇

の改善で福利厚生面の見直しや研修制度の充実と併せて１５件であった。次に説明会や選考

の日程等配慮（土日実施や学内での開催）の報告で１４件、青少年雇用情報シート等による

積極的な情報開示が１０件、内定承諾に関すること（承諾期限の延長等）が７件、このほか

短大生の採用（枠）が復活した、営業職、総合職の採用が増えた、従来男性の仕事と捉えら

れていた職場（警察・消防・警備会社等）から女性採用の求人が増えたという報告もあった。

④ 雇用者側の対応に苦慮した事例

記述があった短期大学が４６件であり、最も多かったのは、内々定・内定・承諾書、内定

辞退に関すること（承諾書の提出期限・内容・囲い込み等）であり、回答数の半分に当たる

２５件だった。次に採用活動の早期化・短縮化による弊害（学校推薦を含む）と、学事日程

と選考日の重複（日程変更不可、平日の同じ曜日･時間で実施）がそれぞれ７件であった。こ

のほか、内定後の研修と称するアルバイトや内定者の交流会、次年度広報活動に借り出され

るといった内定後の拘束に関する報告も複数みられた。
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設問Ｂ 

企業・団体に対する本学における就職支援に係わる内容 

―実状、具体的事例、意見など―（まとめ） 

Ⅰ．就職採用活動の早期化・長期化について 

①苦慮している事例や課題

多く挙げられたのは早期化に伴う学生の準備不足及び意識向上の時間的不足である。大学

側も就職支援スケジュール実施の前倒し等で入学直後から就職意識を持たせる取組みを行う

も、期間に限界があり、学生の実態に必ずしも伴っているわけではない。さらに、長期化に

より、授業欠席数の増加及び実習期間と採用活動時期の重複等から、学生がモチベーション

を維持できず、意欲の低下も見受けられる。ともに学生生活への影響が大きく、懸念材料の

多さが不安視される。 

②効果的な取組み事例(早期化・長期化への対応など)

苦慮する案件が多い中でも、各々が学生のために考え、よりよい方策を検討・実行してい

る現状がうかがえるような多くの対応策が出された。早期からのガイダンスの実施、学内合

同説明会の実施数増加、個人面談・面接等個別指導の強化、教職員連携での情報共有及び支

援、三者面談の実施、学生個別にメールや電話での連絡、ハローワークとの連携などである。

さらに、必ずしも早いばかりでなく学生の状況に合わせ根気強く活動したうえで納得のいく

就職ができるよう時間をかけての指導や、企業への早期化自粛の依頼など、担当者の知恵や

熟考のうえでの取組みが貴重である。 

Ⅱ．キャリア形成支援(短大生のインターンシップ)に関すること 

①苦慮している事例や課題

インターンシップについて多くは①時間的余裕がない、②学生の意識が低い、ことに集中

した。①は取るべき授業が多い、免許・資格取得が必須で参加は不可能、実習が多く日程の

確保が難しい、など、②は入学後間がなく意識が持てない、４大生に比べるとアクティブに

動けない、インターンシップの意味を理解していない、などでいずれも２年間という修業年

限の中では限りがある。さらに受け入れ先が無い、採用ありきの１day インターンシップの

実施、など企業側の対応にも問題あり。また、留学生には語学力の必要性も考えられる。 

②効果的な取組み事例(早期化・長期化への対応など)

インターンシップについては、学内でのマッチングフェアの実施、地元企業や就職実績の

ある企業への依頼、インターンシップ経験者との懇談会開催など、苦慮する中からも効果的

な方策を見出して取組む短大が多く見られる。さらには、インターンシップ同様と考えての

ボランティアへの参加促しも複数校の回答があった。キャリア形成支援にも関連して採用実
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績のある企業へのインターンシップ受入れ依頼も効果的と思われる。いずれも現場での力を

何らかの形にして発揮していることに大きな意義を感じる。  

Ⅲ．キャリア形成支援（キャリアガイダンス等）に関すること 

①苦慮している事例や課題

ガイダンスやイベントへの参加率が低下傾向にあるとの回答が多く寄せられた。キャリア

形成や就職に対する学生の当事者意識の低さを指摘する回答も多く、就業意識・職業観の醸

成が全体的な課題となっている。学生の意識が高まらない理由としてガイダンスの早期実施

の影響を指摘する回答もあった。学生の自己理解・職業理解が十分でないとの回答も複数寄

せられた。 

②効果的な取組み事例

就業意識・職業観の醸成及び当事者意識を高める取組みとして寄せられた主な事例は次の

とおりである。 

・キャリア系授業や学内イベントにおいて、卒業生や採用担当者、外部講師などによる講

話を行っている。ロールモデルの提示、業種・職種理解にもつながる。

・内定者による就職活動報告会を１年生対象に実施している。早期からの就職への意識付

けにつながる。

・キャリア教育の授業を正課・必修とし、その中で１年次から職業意識や職業観を高める

指導を行っている。

・学内企業説明会の開催、各種就職関連講座の開催、職業適性検査の実施など

・学生が具体的にイメージでき興味を引く内容で伝えている。

 職業意識・職業観を持てない学生に対しては個別支援（個別相談）で対応しているところ

が多い。学生一人ひとりの状況を踏まえた対応、動き出しが遅い学生への対応、個別相談に

こない学生への対応、ハローワークと連携した支援事例などが寄せられた。 

Ⅳ．就職支援に対する教職員の関わり方 

①苦慮している事例や課題

就職支援に対する教職員の意識・指導力の差と学生対応についての課題が多く寄せられた。

教職員間の意識・指導力の差については、とりわけ就職支援に無関心な教員に対する意識付

けが課題となっているほか、学科間における温度差も指摘された。一方で、教職員間で密な

連携ができており特に課題はないとの回答もあった。学生対応については、学生一人ひとり

の事情に合わせた対応が必要となっているなか、就業意識が希薄な学生の対応や発達障害の

ある学生の支援について課題に感じるとの回答が複数寄せられた。また、個別対応の多さか

ら人員不足を感じているとの回答も寄せられた。 
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②効果的な取組み事例

有機的に教職員が連携した就職支援の取組みとして、教職員間で学生の情報共有を図り、

協働した個別支援へとつなげている事例が複数報告された。共有内容は学生の就職状況、就

職関連講座の出席状況、個人面談内容などである。共有方法としては会議のほか、紙媒体や

学内ネットワークの利用が挙げられた。また、その他の連携した就職支援としては、就職課

への学生の誘導、求人情報の提供、履歴書作成・面接指導、キャリア系科目及び就職関連講

座での相互協力などが寄せられた。 

担当者間にある意識や指導力の差の解消の取組みとして、FD・勉強会の実施や学科会議に

おける就職支援の申し合わせなどが報告された。カリキュラム内にキャリア教育科目を設置

したり、就職関連イベントの企画・実施を学科に依頼したりすることで、教員の就職支援へ

の意識が高まったとの報告もあった。また、一定水準の面接指導ができるように模擬面接の

解説事例を配布しているという事例もあった。 

Ⅴ．キャリア教育充実のための取組み事例 

キャリア関連科目を必修科目とし 1 年次よりキャリア教育を実施しているとの回答が多く

寄せられた。キャリア関連授業において、社会理解や職業観の醸成、社会人基礎力の育成の

ほか、ＷＥＢ教材を用いたドリル学習により基礎学力を向上させる取組みやＰＢＬ型プログ

ラムを活用して主体性や問題解決力を養成している取組み事例も寄せられた。専門科目にお

いても社会人基礎力の育成を意識した授業内容にするなど、全学的にキャリア教育に取り組

んでいる事例も報告された。 
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２６年度卒 ２７年度卒 ２８年度卒 ２９年度卒 ３０年度卒

北海道 92.5% 92.2% 92.7% 87.2% 90.2%

東　北 84.7% 82.9% 84.2% 85.3% 90.0%

関　東 98.0% 98.6% 98.8% 99.0% 98.6%

東　京 97.9% 98.0% 98.7% 98.2% 94.8%

中　部 95.5% 95.6% 95.4% 98.7% 98.2%

近　畿 87.0% 90.9% 90.4% 91.2% 91.7%

大　阪 95.8% 96.7% 97.9% 96.7% 96.5%

中　国 89.1% 89.7% 88.2% 91.9% 92.1%

四　国 76.5% 77.5% 90.0% 90.6% 85.0%

九　州 88.3% 87.5% 89.3% 89.1% 92.6%

全　国 93.3% 93.4% 94.0% 94.4% 94.8%

幼稚園教諭の正規雇用率の推移
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就職
決定者数

正規
雇用者数

非正規
雇用者数

正規
雇用率

全　国 6,000 5,689 311 94.8%

北海道 297 268 29 90.2%

東　北 470 423 47 90.0%

関　東 1,466 1,445 21 98.6%

東　京 306 290 16 94.8%

中　部 896 880 16 98.2%

近　畿 579 531 48 91.7%

大　阪 632 610 22 96.5%

中　国 278 256 22 92.1%

四　国 133 113 20 85.0%

九　州 943 873 70 92.6%

平成３０年度幼稚園教諭の地域別雇用形態の状況（１）
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２８年
就職

決定者
公立計

正規
雇用者

非正規
雇用者

私立計
正規
雇用者

非正規
雇用者

全　国 6,000 239 153 86 5,761 5,536 225

100.0% 4.0% 2.6% 1.4% 96.0% 92.3% 3.8%

100.0% 64.0% 36.0% 100.0% 96.1% 3.9%

北海道 297 8 7 1 289 261 28

100.0% 2.7% 2.4% 0.3% 97.3% 87.9% 9.4%

100.0% 87.5% 12.5% 100.0% 90.3% 9.7%

東　北 470 20 15 5 450 408 42

100.0% 4.3% 3.2% 1.1% 95.7% 86.8% 8.9%

100.0% 75.0% 25.0% 100.0% 90.7% 9.3%

関　東 1,466 20 16 4 1,446 1,429 17

100.0% 1.4% 1.1% 0.3% 98.6% 97.5% 1.2%

100.0% 80.0% 20.0% 100.0% 98.8% 1.2%

東　京 306 1 1 0 305 289 16

100.0% 0.3% 0.3% 0.0% 99.7% 94.4% 5.2%

100.0% 100.0% 0.0% 100.0% 94.8% 5.2%

中　部 896 37 31 6 859 849 10

100.0% 4.1% 3.5% 0.7% 95.9% 94.8% 1.1%

100.0% 83.8% 16.2% 100.0% 98.8% 1.2%

近　畿 579 46 17 29 533 514 19

100.0% 7.9% 2.9% 5.0% 92.1% 88.8% 3.3%

100.0% 37.0% 63.0% 100.0% 96.4% 3.6%

大　阪 632 24 20 4 608 590 18

100.0% 3.8% 3.2% 0.6% 96.2% 93.4% 2.8%

100.0% 83.3% 16.7% 100.0% 97.0% 3.0%

中　国 278 48 39 9 230 217 13

100.0% 17.3% 14.0% 3.2% 82.7% 78.1% 4.7%

100.0% 81.3% 18.8% 100.0% 94.3% 5.7%

四　国 133 14 4 10 119 109 10

100.0% 10.5% 3.0% 7.5% 89.5% 82.0% 7.5%

100.0% 28.6% 71.4% 100.0% 91.6% 8.4%

九　州 943 21 3 18 922 870 52

100.0% 2.2% 0.3% 1.9% 97.8% 92.3% 5.5%

100.0% 14.3% 85.7% 100.0% 94.4% 5.6%

平成３０年度幼稚園教諭の地域別雇用形態の状況（２）

公立 私立
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幼稚園教諭の平成３０年度の就職・採用活動について 

これまでの傾向と比較して変化のあったもの、実状や具体的な事例、意見など

（まとめ） 

① 雇用形態、処遇（含む・給与状況）等について

雇用形態に付いては、正規雇用が増えたとの回答が複数みられたが、地域格差はあるものの、

変化なしとの回答も多くみられた。その他、家賃補助制度や働き方改革の影響による残業削減

など、雇用形態以外の改善も進んでいる。処遇については、各市の保育士支援制度が大きく影

響し、多くの養成校が給与が上がったと回答している。中でも東京、大阪などの大都市圏での回

答が多くみられたが、全国的にみると、地域格差がある、給与据え置きとの回答も複数件あっ

た。 

② 学生の就職意識、意欲について

幼稚園への就職希望者は、保育園などの希望者に比べ、ガイダンスやボランティアに参加す

るなど就職意識、意欲が高いとの回答が多数あった。一方でピアノが苦手、責任が重い、一人担

任を嫌がるなどの傾向が強く、幼稚園への就職者が減ったとの回答が非常に多くみられた。また、

各市の保育士支援制度（保育士の処遇改善手当、家賃補助制度、奨学金返還免除制度など）

の影響や実習での印象、入職前の長期研修なども幼稚園への就職者が減った要因となってい

る。 

③ 雇用者側の対応で改善された（よくなった）と感じた事例

実習、園見学などを快く受け入れてくれるようになったとの回答が最も多く、また、採用試験に

ついても、日程や内容改善など、保育園への人材流出を防ぐための改善が進んでいる。給与、

休日、福利厚生面での改善も全国的に進んでおり、年間行事を含めた業務内容の見直し、残業、

持ち帰り仕事の削減などについても多くの養成校が改善されたと回答している。一部の地域で

は、幼稚園を敬遠する学生に対応するため、こども園化が進んでいるとの回答もあった。 

④ 雇用者側の対応に苦慮した事例について

求人依頼の対応に苦慮したとの回答が最も多かった。今年度は、人手不足の影響からか、年

度末まで求人の問い合わせが多く、受験者がいないことに対するクレームも何件か発生している。

入職前研修の時期や期間、また無報酬による長期研修についても例年同様多数の回答があっ

た。実習生を受け入れたにも関わらず採用に至らなかったことに対するクレームや、学生に対す

る電話による執拗な勧誘などの例も数件あった。特異な事例としては、①採用試験後、「今年は

採用は無い」と告げられた。②求人票を出さずに口頭でやりとりする。③労働条件通知書が送ら

れない。など、未だに旧体質の残る事例も報告された。 
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２６年度卒 ２７年度卒 ２８年度卒 ２９年度卒 ３０年度卒

北海道 38.6% 50.9% 54.3% 62.3% 71.8%

東　北 64.1% 70.3% 80.3% 84.3% 87.2%

関　東 92.0% 93.5% 94.9% 95.2% 96.1%

東　京 96.2% 95.3% 95.4% 96.3% 96.0%

中　部 84.8% 85.7% 86.6% 91.8% 93.1%

近　畿 87.8% 89.5% 89.9% 91.3% 94.5%

大　阪 93.7% 94.7% 95.2% 96.9% 97.3%

中　国 83.0% 84.3% 84.8% 83.5% 88.8%

四　国 51.3% 61.9% 68.7% 73.4% 75.1%

九　州 74.7% 73.1% 76.8% 81.1% 85.1%

全　国 81.7% 84.0% 86.2% 88.6% 90.9%

保育士の正規雇用率の推移
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就職
決定者数

正規
雇用者数

非正規
雇用者数

正規
雇用率

全　国 11,100 10,095 1,005 90.9%

北海道 347 249 98 71.8%

東　北 938 818 120 87.2%

関　東 2,439 2,344 95 96.1%

東　京 628 603 25 96.0%

中　部 1,734 1,615 119 93.1%

近　畿 1,121 1,059 62 94.5%

大　阪 854 831 23 97.3%

中　国 794 705 89 88.8%

四　国 394 296 98 75.1%

九　州 1,851 1,575 276 85.1%

平成３０年度保育士の地域別雇用形態の状況（１）
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就職
決定者

公立計
正規

雇用者
非正規
雇用者

私立計
正規
雇用者

非正規
雇用者

全　国 11,100 1,166 854 312 9,934 9,241 693

100.0% 10.5% 7.7% 2.8% 89.5% 83.3% 6.2%

100.0% 73.2% 26.8% 100.0% 93.0% 7.0%

北海道 347 37 36 1 310 213 97

100.0% 10.7% 10.4% 0.3% 89.3% 61.4% 28.0%

100.0% 97.3% 2.7% 100.0% 68.7% 31.3%

東　北 938 89 69 20 849 749 100

100.0% 9.5% 7.4% 2.1% 90.5% 79.9% 10.7%

100.0% 77.5% 22.5% 100.0% 88.2% 11.8%

関　東 2,439 206 163 43 2,233 2,181 52

100.0% 8.4% 6.7% 1.8% 91.6% 89.4% 2.1%

100.0% 79.1% 20.9% 100.0% 97.7% 2.3%

東　京 628 56 47 9 572 556 16

100.0% 8.9% 7.5% 1.4% 91.1% 88.5% 2.5%

100.0% 83.9% 16.1% 100.0% 97.2% 2.8%

中　部 1,734 444 349 95 1,290 1,266 24

100.0% 25.6% 20.1% 5.5% 74.4% 73.0% 1.4%

100.0% 78.6% 21.4% 100.0% 98.1% 1.9%

近　畿 1,121 73 38 35 1,048 1,021 27

100.0% 6.5% 3.4% 3.1% 93.5% 91.1% 2.4%

100.0% 52.1% 47.9% 100.0% 97.4% 2.6%

大　阪 854 47 39 8 807 792 15

100.0% 5.5% 4.6% 0.9% 94.5% 92.7% 1.8%

100.0% 83.0% 17.0% 100.0% 98.1% 1.9%

中　国 794 82 47 35 712 658 54

100.0% 10.3% 5.9% 4.4% 89.7% 82.9% 6.8%

100.0% 57.3% 42.7% 100.0% 92.4% 7.6%

四　国 394 75 30 45 319 266 53

100.0% 19.0% 7.6% 11.4% 81.0% 67.5% 13.5%

100.0% 40.0% 60.0% 100.0% 83.4% 16.6%

九　州 1,851 57 36 21 1,794 1,539 255

100.0% 3.1% 1.9% 1.1% 96.9% 83.1% 13.8%

100.0% 63.2% 36.8% 100.0% 85.8% 14.2%

平成３０年度保育士の地域別雇用形態の状況（２）

公立 私立
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保育士の平成３０年度の就職・採用活動について 

これまでの傾向と比較して変化のあったもの、実状や具体的な事例、意見など

（まとめ） 

①雇用形態、処遇（含・給与状況）等について

雇用条件、処遇については、昨年度に引き続き全国的に改善の傾向にあるとの報告が多数

寄せられている。雇用形態については、地域によって非正規雇用が多いとの報告が若干ある

ものの、正規雇用での採用が増えたとの報告が複数件あった。給与面では、行政による取り

組みや園の努力により、基本給の引き上げに加え処遇改善手当や奨学金返還支援補助金、家

賃補助、就職祝い金等が支給されている。一方で処遇面について、園児数を確保できている

園とそうでない園との格差、園児が集まる地域とそうでない地域の格差が生じているとの報

告もあった。

②学生の就労意識、意欲について

全国的に専門職としての就労意識は高いとの報告が多い。その一方で、保育士不足で比較

的内定を獲得しやすい状況にあるため、ボランティア・見学等を行い保育所研究する意識が

薄い、就職活動を甘く見ているとの報告もあった。また、小規模保育所・院内保育所・企業

内保育所を希望する学生は全国的に増加傾向にあると言える。勤務時間、待遇面等を含め「働

きやすさ」にこだわり就職先を選ぶ学生が増えているようである。昨年度に引き続き、ピア

ノ、行事、担任など、負担になることや苦手なことを回避したがる傾向にあることも報告さ

れている。

③雇用者側の対応で改善（よくなった）と感じた事例について

学事及び学生の状況に合わせ、園見学の機会の確保、試験日の設定等、雇用者側の柔軟な

対応に関する報告が複数件みられた。また、ミスマッチを防ぐため見学会・説明会において

丁寧で詳しい説明を行う、求人票記載の情報が詳細になった等の報告があった。早期離職防

止のため、新人職員にはベテランの保育者を付ける等サポート体制を強化し、さらに、入職

後の研修等を充実させ人材育成に注力するとともに、業務改善等を図る園が増えているよう

である。

④雇用者側の対応に苦慮した事例について

求人に関する対応で苦慮しているとの報告が多い。園からの問い合わせに加え、求人依頼

の訪問が非常に多く通常業務に支障をきたしているとの報告は全国的にみられる。また、実

習を受け入れているが応募者がいない等の園からの苦情対応にも苦慮している。さらに、人

材確保のために学生個人への採用に関する執拗な声掛け、友達も連れてくるよう強要された

等の問題が生じている。この他、研修と称した無償労働や入職前研修の期間設定への対応に

苦慮した事例についても報告されている。
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幼稚園教諭・保育士共通 

平成３０年度の就職・採用活動において 

これまでの傾向と比較して変化のあったもの、実状や具体的な事例、意見など（まとめ） 

①実習園による<実習中（・後）の囲い込み><無試験採用>など、強引ともとれる

採用事例とその対処例 

  <実習中（・後）の囲い込み>全国で実習中の声掛けを含む囲い込みは行なわれている。

1 年次の実習での声掛け事例報告もある。実習後に学生への電話による度重なる勧誘、実

習の終了時に就職説明会を行なう園、実習中に半強制的に面接を受けさせられる、誓約書

を渡されたなど学生が困惑し、大学側に相談する実状が窺えた。「（返答によっては）実習

評価に影響があるのでは…」「実習に集中できない」など、学修環境に影響を及ぼしている。

このような声掛け事例に対して大学では「事前に学生へ注意喚起をしている」「大学から園

へ実習と採用は別々に考えてほしい旨を伝えている」等の対処をしているという事例報告

があった。 

<無試験採用> 「採用試験を受けていないのに実習園から＜内定通知＞」 「園見学に

履歴書持参を要求」「見学しただけで採用」「見学時の会話を面接試験扱い」「見学時の手土

産(金銭含む)をともなう受験勧誘」など“誰でもいいから採用したい”という事例が全国

から多く報告された。対処例として①見学時には履歴書を持参しない指導と、持参させな

い旨を大学から直接園へ伝える ②無試験で「内定」と言われてもその場で即答せずに保留

し、大学に報告するよう指導 ③数々の事例に関係者一同で検討し対応 など、近年の度重

なる問題のある採用状況から、ただ苦慮しているだけではなく各大学で対処していること

が窺える。 

②学生個人の就活において、園側の不適切と思われる採用方法（求人票無提示採用

等）の事例とその対応例

「求人票不提示（受験の意思を示してから提示の場合あり）」「アルバイト面接＝正職員

の採用試験」「求人に応募したが、採用がないと言われた」「実技試験(保育)が無期限」「労

働条件の曖昧なネット求人に学生が応募」「雇用条件、内定がすべて口頭」など、求人票

の不提示や雇用条件の曖昧な場合でも学生は受験しようとし、また内定しても雇用条件が

不明のままで、学生自身が対処できない。学生には個別に助言をし、大学側から求人票の

提示や正しい雇用条件の開示を求める等の連絡、交渉をしている事例が多く報告された。

また、面接時に親の同席を求める、家族構成や宗教等の個人情報を訊くなど公正ではない

採用試験が行われている事例が報告されているが、具体的な対応例に関しては報告されて

はいない。さらに上述の<無試験採用>と同じ事例が多く報告されている。 

③幼稚園や保育園の併願受験について、『許可』 『禁止』 『時期や事情による』

等にまつわるトラブル事例や意見 

  実習施設との関係、園側の事情等を考慮し、慣例で「原則併願禁止」「先決優先」の大

学が多い。併願を認める条件として「公立との併願」「園側が併願を認めれば」という事

例が多い。「規制は特にないが、言い出しにくい」という実情もあった。併願し、辞退を

したことによるトラブル例も極少数ではあるが報告された（そもそも全国的にほぼ「併願
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禁止」である）。 

 併願禁止に対する意見として、①養成校と現場の信頼関係上、仕方がない ②従来の慣

例で併願受験ができないのは学生にとって不利な制度である ③一般企業同様に複数、併

願受験を可能にすれば幼稚園、保育園の教育・保育の質や環境も向上するのではないか 

④先決優先でのちに希望園からの求人に応募できないのは早期離職の原因となる 等の

意見が出された。

④学生に対するキャリア教育について、「充実している」「不十分だと感じている」

など、貴学の状況や意見

  <充実している> ①外部講師や卒業生による講座は受講率が高い ②必修科目として

キャリア教育を開講している ③教職協働による支援体制、全学できめ細かい支援ができ

ている ④社会人に必要なスキルを併設校の協力でアクティブラーニング形式で実践し

ている ⑤労働局や財務局から講師を招聘し、労働法や金融講座を開講している

等、各短大での取り組み事例が報告された。

<不十分である> ①社会人としての教育（文書作成や言葉遣い含む）が不足している 

②自己理解を深める教育が必要 ③内定後の指導が不十分である 等の報告があった。<

不十分>の要因として「(キャリア教育の)時間がとれない」「プログラムを用意しても学生

の意識が低く積極的に参加しない、必要性を感じていないようである」といった、「時間」

と「学生の意識」が挙げられている。また、教育を十分におこなっていても「学生の到達

レベルが下がってきている」という報告もあった。

<不充分>という短大の多くは「キャリア教育は今後の課題」であり、見直しや改善が必

要であるとの意見、また、売り手市場の幼保学科は充分な教育をしなくても採用されてし

まうことに懸念しているという意見もあった。 
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２６年度卒 ２７度年卒 ２８年度卒 ２９度年卒 ３０度年卒

北海道 81.1% 86.5% 95.3% 92.5% 96.0%

東　北 89.1% 87.3% 92.1% 95.2% 96.6%

関　東 98.2% 98.3% 98.1% 98.8% 98.8%

東　京 95.4% 97.0% 99.0% 98.5% 97.9%

中　部 93.2% 93.9% 93.0% 94.7% 96.6%

近　畿 97.8% 96.2% 98.5% 98.0% 96.9%

大　阪 96.2% 99.0% 96.9% 100.0% 96.7%

中　国 95.5% 95.7% 98.4% 95.7% 97.5%

四　国 92.8% 88.1% 96.9% 93.2% 90.2%

九　州 91.1% 91.1% 94.2% 95.6% 95.9%

全　国 93.5% 93.8% 95.8% 96.2% 96.7%

栄養士の正規雇用率の推移
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就職
決定者数

正規
雇用者数

非正規
雇用者数

正規
雇用率

全　国 3,089 2,986 103 96.7%

北海道 202 194 8 96.0%

東　北 294 284 10 96.6%

関　東 408 403 5 98.8%

東　京 336 329 7 97.9%

中　部 561 542 19 96.6%

近　畿 226 219 7 96.9%

大　阪 209 202 7 96.7%

中　国 197 192 5 97.5%

四　国 143 129 14 90.2%

九　州 513 492 21 95.9%

平成３０年度栄養士の地域別雇用形態の状況（１）
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就職
決定者

公立計
正規

雇用者
非正規
雇用者

私立計
正規
雇用者

非正規
雇用者

全　国 3,089 48 28 20 3,041 2,958 83

100.0% 1.6% 0.9% 0.6% 98.4% 95.8% 2.7%

100.0% 58.3% 41.7% 100.0% 97.3% 2.7%

北海道 202 1 0 1 201 194 7

100.0% 0.5% 0.0% 0.5% 99.5% 96.0% 3.5%

100.0% 0.0% 100.0% 100.0% 96.5% 3.5%

東　北 294 1 0 1 293 284 9

100.0% 0.3% 0.0% 0.3% 99.7% 96.6% 3.1%

100.0% 0.0% 100.0% 100.0% 96.9% 3.1%

関　東 408 0 0 0 408 403 5

100.0% 100.0% 98.8% 1.2%

100.0% 98.8% 1.2%

東　京 336 8 1 7 328 328 0

100.0% 2.4% 0.3% 2.1% 97.6% 97.6% 0.0%

100.0% 12.5% 87.5% 100.0% 100.0% 0.0%

中　部 561 4 2 2 557 540 17

100.0% 0.7% 0.4% 0.4% 99.3% 96.3% 3.0%

100.0% 50.0% 50.0% 100.0% 96.9% 3.1%

近　畿 226 12 8 4 214 211 3

100.0% 5.3% 3.5% 1.8% 94.7% 93.4% 1.3%

100.0% 66.7% 33.3% 100.0% 98.6% 1.4%

大　阪 209 3 0 3 206 202 4

100.0% 1.4% 0.0% 1.4% 98.6% 96.7% 1.9%

100.0% 0.0% 100.0% 100.0% 98.1% 1.9%

中　国 197 0 0 0 197 192 5

100.0% 100.0% 97.5% 2.5%

100.0% 97.5% 2.5%

四　国 143 1 0 1 142 129 13

100.0% 0.7% 0.0% 0.7% 99.3% 90.2% 9.1%

100.0% 0.0% 100.0% 100.0% 90.8% 9.2%

九　州 513 18 17 1 495 475 20

100.0% 3.5% 3.3% 0.2% 96.5% 92.6% 3.9%

100.0% 94.4% 5.6% 100.0% 96.0% 4.0%

平成３０年度栄養士の地域別雇用形態の状況（２）

公立 私立
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栄養士の平成３０年度の就職・採用活動について 

これまでの傾向と比較して変化のあったもの、実状や具体的な事例、意見など

（まとめ） 

若年層の人手不足を背景に雇用者側の活発な採用意欲が人材獲得競争につながるといった

状況は、栄養士就職の現場においても数年来続いている。売り手市場の就職環境のもと、か

つて栄養士就職の課題であった、雇用形態や処遇をめぐる懸念事項は、近年全国的に著しく

改善の兆しがみられる。平成３０年度においても過去数年と同じく改善事例の報告・意見が

大勢を占めていたことが特徴的であった。 

具体的な変化の内容のまとめ  

①～④の全体を通して計６７校から回答があった（前年度６３校）。

①雇用形態、処遇等について

５３校から回答を得た。同項目について前年度比１０件以上増えており、その大半は改善

事例の報告であった。 

売り手市場の就職・採用環境に加え、賃金引き上げ・同一労働同一賃金・働き方改革を推

進する政策の後押しもあり、地域に関係なく雇用形態、給与や勤務条件の改善がみられる。

特に給与面は、「基本給引き上げ」「初任給引き上げ（諸手当の拡充を含む）」の報告が前年度

に続き多数あった。給与面の改善のほか、労働条件の面では、以前より不満の声が多かった

「希望勤務地」への配慮が「地域限定社員」等の制度拡充により改善されつつある。 

雇用形態においては、かつては委託（受託）給食会社を敬遠する主な理由でもあった、有

期労働契約の契約社員採用が一気に正規雇用に切り替わってきている。栄養士就職特有の事

例で、４，５年前までは非常に比較されることの多かった【（施設）『直営』】人気、【『委

託』（給食会社）】不人気－という構図は随分弱まってきている。なお給与状況や雇用形態

など近年の栄養士の処遇改善においては、大手中心に委託給食会社がけん引役として大きな

役割を担っているとの意見も見られる。 

改善の報告事例が増える一方、前年度調査に続き、賃金アップにも関わらず資格職の労働

対価の賃金が相変わらず低い、給与ベースが他の業種より低い、他の国家資格と比較して低

い－という指摘もある。早朝出勤、交代勤務、通勤不便といった労働条件もある給食施設の

栄養士に見合った処遇の実現については改善途上との声もある。そのほか、幼保就職の現場

では数年前から既に取りざたされていたことでもあるが、都道府県別最低賃金格差の問題も

絡み、待遇の地域差が労働力の流出を招いているという報告も数件寄せられた。 

②学生の就労意識、意欲について

４８校から回答を得た（前年度は４１校）。

栄養士職の処遇改善を受けて、栄養士を希望する学生が増えた、就労意欲につながった、

栄養士就職率が高まったという事例が過去数年に比べ増加した。また、栄養士職は内定が出
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やすいという理由で栄養士を希望する学生が増えたという報告もあった。 

栄養士養成課程における学生の就労意識について、学科と就職支援部署との教職連携によ

るサポートが奏功して、早期から目的意識を持って栄養士をめざす体制ができているという

報告が複数の短大から寄せられた。 

栄養士職は希望するが、残業、交代制勤務や早朝出勤は避けたい、土日は必ず休日にした

いなど、働き方の条件にこだわるため、病院・介護施設を敬遠、学校・保育園、事業所の食

堂等比較的勤務時間が規則的な就職先を希望する学生の傾向も報告されている。さらには、

働き方の条件重視を選択する学生は栄養士より規則的な勤務形態が見込める企業一般職を選

択するという事例が前年度に引き続き報告された。 

③雇用者側の対応で改善された（よくなった）と感じた事例

４２校から回答、前年度２８校から５０％増である。

これまでと比較して特徴的な点は、雇用者側が、学生の職業理解を深めるための各種取組

に積極的に取り組んでいる事例報告が増えたことである。例えば、説明会において仕事内容

の丁寧な説明、個人面談や先輩職員への質問会、職場見学開催など、学生が就職後のイメー

ジを具体的に持つ、不安を取り除くことができる機会を設定する企業等が増えてきている。

また、ミスマッチ防止、内定辞退または早期離職の防止に真剣に取り組む企業等が増えてい

る。その他、配属先に関する配慮（勤務地希望考慮）、勤務時間や勤務形態の配慮において

改善されているとの意見があった。 

④雇用者側の対応に苦慮した事例

回答１７校は、同事例の報告件数が減少した前年度（１６校）とほぼ同じであり、学生優

位の就職採用市場の現状を表している。 

中でも今回特徴的なのは、苦慮した事例が栄養士就職・採用の現場全体共通の問題という

より、限定的なケースと考えられるものである。例えば、面接の合否連絡に２か月要する雇

用者側の不誠実な対応、受験者の家庭環境を聞き取って評価に反映させる倫理的問題対応な

ど悪質な事例が報告された。 

前年度までに散見された、活発な採用活動から転じた過剰な対応の事例、具体的には、企

業の頻回の学校訪問、求人に対して求職者がいない場合の企業問合せ対応、強引な囲い込み

の事例報告は減少している。 

対応に苦慮という点で今後増えそうなケースは、給与等処遇改善の一方で人手不足や労働

力減少が影響して、新人であるにもかかわらず経験のないまま早期に業務を任されることに

よる問題（心身の負担増や業務をこなせず自信喪失）が挙げられる。対応に苦慮した事例の

ほか、「①雇用形態、処遇等について」の項目でも同様の事例報告があった。 
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専 門 職 名
就職

決定者数
正規

雇用者数
非正規

雇用者数
正規

雇用率

小 学 校 教 諭 131 28 103 21.4%

中 学 校 教 諭 23 6 17 26.1%

養 護 教 諭 81 41 40 50.6%

栄 養 教 諭 32 15 17 46.9%

特別支援学校教諭 4 1 3 25.0%

図 書 館 司 書 43 2 41 4.7%

介 護 福 祉 士 615 575 40 93.5%

看 護 師 944 938 6 99.4%

准 看 護 師 18 17 1 94.4%

臨 床 検 査 技 師 182 172 10 94.5%

理 学 療 法 士 159 159 0 100.0%

診 療 放 射 線 技 師 46 39 7 84.8%

作 業 療 法 士 55 55 0 100.0%

柔 道 整 復 師 24 24 0 100.0%

視 能 訓 練 士 25 25 0 100.0%

歯 科 衛 生 士 676 672 4 99.4%

歯 科 技 工 士 9 9 0 100.0%

調 理 師 72 71 1 98.6%

製 菓 衛 生 師 79 78 1 98.7%

美 容 師 116 116 0 100.0%

自 動 車 整 備 士 382 382 0 100.0%

合　計 3,716 3,425 291 92.2%

その他の（国家資格・免許を必要とする）専門職の雇用形態の状況
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看護師、介護福祉士、その他の専門職の 

平成３０年度の就職・採用活動において 

これまでの傾向と比較して変化のあったもの、実状や具体的な事例、意見など

（まとめ） 

≪看護師≫（３短期大学から回答） 

看護師は、４年制大学の看護業界への進出もあり、短期大学生の就職活動に影響を及ぼす

傾向にあると共に、各病院側と学生との奨学金貸与による契約事項など、人材確保に向けた

問題がでている。 

≪介護福祉士≫（７短期大学から回答） 

介護福祉士は、人材不足の影響もあり、各養成校とも求人数は大変多い状態で、地元のみ

ならず全国から正規職員での求人が寄せられている。介護職員の処遇は改善されつつあるも

のの、志願者不足がいまだに続いている。その結果、実習や見学時に「青田買い」のような

形で過度な勧誘を行う事業所も増えている現状であり、そのような行為が学生の学習へ影響

をおよぼし始めているという報告があった。 

また、事業所側が日本人の志願者不足から外国人留学生への求人へ目を向けているなか、

金銭面の問題や、言葉の壁など雇用条件等について、今後行政と事業所側を含め、養成校の

継続した取り組みが求められる。 

≪小学校教諭・中学校教諭・養護教諭≫ （３短期大学から回答） 

小学校教諭は、４年制大学卒業予定者に向けた求人や、非正規雇用(非常勤・常勤講師)で

の求人が多く、短期大学新卒学生への影響が懸念される。また、非正規雇用（常勤講師）採

用者に対する通知が遅く、学生の不安要素になっているといった報告が寄せられている。 

≪図書館司書・学校司書≫（５短期大学から回答） 

図書館司書教諭は、非正規雇用の拡大がみられ、就労意欲があっても求人が少ないために

活動の場が無いという報告が複数件前年度と同様に寄せられた。 

≪歯科衛生士・歯科技工士≫（７短期大学から回答） 

 歯科衛生士・歯科技工士は、ともに求人も多く、給与面等の処遇改善があり、首都圏から

の求人については好待遇（勤務条件・福祉構成）条件の医院が多いといった回答があった。 

≪調理師≫（６短期大学から回答） 

 調理師は雇用環境の改善がみられ、正規職員での求人も増加傾向にあり、地方での就職希

望というよりも首都圏への希望が増加しているという報告があった。 

≪自動車整備士≫（４短期大学から回答） 

≪作業療法士（OT）・理学療法士(PT)≫ （２短期大学から回答） 

≪臨床検査技師≫（１短期大学から回答） 

≪製菓衛生士≫（２短期大学から回答） 

≪美容師≫（２短期大学から回答） 
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就職
決定者数

正規
雇用者数

非正規
雇用者数

正規
雇用率

北海道 32 30 2 93.8%

東　北 14 8 6 57.1%

関　東 21 10 11 47.6%

東　京 23 21 2 91.3%

中　部 39 30 9 76.9%

近　畿 32 24 8 75.0%

大　阪 5 5 0 100.0%

中　国 10 8 2 80.0%

四　国 14 9 5 64.3%

九　州 25 13 12 52.0%

計 215 158 57 73.5%

注）本公務員は、一般行政職、学校事務職、自衛官、消防士等に就いた者を指します。

平成３０年度公務員の地域別雇用形態の状況
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 学校番号

平成３０年度私立短大卒業生の卒業後の状況調査

　（提出締切期日　平成３１年５月２８日）

短大名 　1　職員のみで構成　２　職員・教員で構成

※該当する番号をお答え下さい。

＊記入上の注意をご一読のうえ、貴学の平成３０年度卒業生の分野別就職希望者数・決定者数・就職以外の進路者数・卒業者数を

　ご記入ください。　　 ※本調査対象は、本科第１部（昼間）学科のみで、第２部（夜間）、第３部（昼間２交替制）、専攻科は対象外です。

雇用形態
正規
雇用

非正規
雇用

正規
雇用

非正規
雇用

正規
雇用

非正規
雇用

正規
雇用

非正規
雇用

正規
雇用

非正規
雇用

正規
雇用

非正規
雇用

正規
雇用

非正規
雇用

正規
雇用

非正規
雇用

正規
雇用

非正規
雇用

正規
雇用

非正規
雇用

公立

私立・民間

公立

私立・民間

公立

私立・民間

計 （ｂ）

　卒業者数　　　　ａ+ｂ

注１） 就職決定者数の内訳を入力した際、（ａ）「就職決定者数」と合致しない場合には、黄色で『不一致』と表示されます。ご確認ください。

注２） 卒業者数は、（ａ）「就職決定者数」と（ｂ）「就職以外の進路者数＋その他」を合計した数になります。計算式により自動的に表記されます。卒業者数を必ず確認してください。

そ の 他 （ 上 記 以 外 の 者 ）

一時的な仕事に就いた者

専修・各種学校等
への入学者

就
職
以
外
の
進
路
者
数

進
学
者

四年制大学への
編入学者

短大専攻科への
進学者

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

↑ 〈入力上の注意〉の「６」
５）を参照

（
ａ

)

就
職
決
定
者
数
の
内
訳

企業・団体

公務員
（行政職）

専

門

職

幼稚園教諭

保 育 士

栄 養 士

その他の国家資格を有する専門職

（ ）

         自県内就職者数（内数）

　就職決定者数　 （ａ）

就職希望者数

当該設置学科名
（出身学科名）

※専攻分離している場合でも
学科単位（合算して）で記入。
〈記入上の注意〉の３ ・４・５ 参照

短大所在
都道府
県　名

電話番号(代表）
就職関係部署直通 TEL ＦＡＸ

5.農業 6.保健 7.家政 8.教育 9.芸術 10.その他分野別学科名 1.人文 2.社会 3.教養 4.工業

調査票１

日 本 私 立 短 期 大 学 協 会
就 職 問 題 委 員 会

記 入 者 就職関係部署名

氏 名 回答欄
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学校番号 短大所在

都道府県名

設問Ａ　平成30年度の就職・採用活動において、これまでの傾向と比較して変化がありましたら、その具体的内容等をお知らせください。

また、具体的な事例などありましたらお聞かせください。

設問Ｂ　貴学における就職支援に係わる内容として、下記の項目について、実状や具体的な事例、ご意見などをお聞かせください。　

Ⅰ　就職採用活動の早期化・長期化について

苦慮している事例や課題

効果的な取組み事例（早期化・長期化への対応策など）

Ⅱ　キャリア形成支援（短大生のインターンシップ）に関すること

苦慮している事例や課題

効果的な取組み事例（キャリア形成に資する本来のインターンシップへの学生の参加を推進する取組みなど）

Ⅲ　キャリア形成支援（キャリアガイダンス等）に関すること

苦慮している事例や課題

効果的な取組み事例（就業意識・職業観を持てない学生への対応、当事者意識を高める取組みなど）

Ⅳ　就職支援に対する教職員の関わり方

苦慮している事例や課題

効果的な取組み事例（担当者間にある意識・指導力の差の解消、就職支援において教職員が有機的に連携できている事例など）

Ⅴ　キャリア教育充実のための取組み事例

②

①

企業・団体

①

②

①

②

②

①

②
学生の就労意識、意欲について

企業・団体 対象

企業・団体

①
雇用形態、処遇（含・給与状況）等について

④
雇用者側の対応に苦慮した事例

③
雇用者側の対応で改善された（よくなった）と感じた事例

調査票２ 短期大学名
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学校番号 短大所在

都道府県名

設問Ａ　下記のそれぞれの専門職について、平成30年度の就職・採用活動において、これまでの傾向と比較して変化がありましたら、

 その具体的内容等をお知らせください。 また、実状や具体的な事例、ご意見などをお聞かせください。

【　　 】

【 　　】

④
雇用者側の対応に苦慮した事例

④
雇用者側の対応に苦慮した事例

③
雇用者側の対応で改善された（よくなった）と感じた事例

その他の専門職
①

雇用形態、処遇（含・給与状況）等について

②
学生の就労意識、意欲について

専門職名

その他の専門職
①

雇用形態、処遇（含・給与状況）等について

②
学生の就労意識、意欲について

専門職名
③

雇用者側の対応で改善された（よくなった）と感じた事例

介護福祉士

①
慢性的な人手不足による青田買い等で生じたトラブル事例と対策

②
留学生の就職について雇用者側との連携事例，苦慮した事例

看護師 ①
病院給付型奨学金受給学生の辞退によるトラブル事例と対応

④
学生に対するキャリア教育について、『充実している』、『不十分だと感じている』など、貴学の状況やご意見

栄養士

①
雇用形態、処遇（含・給与状況）等について

幼稚園教諭
保育士
共通

②
学生の就労意識、意欲（含・栄養士を希望しない学生への対応、支援）について

③
雇用者側の対応で改善された（よくなった）と感じた事例

④
雇用者側の対応に苦慮した事例

③
幼稚園や保育園の併願受験について、『許可』、『禁止』、『時期や事情による』等にまつわるトラブル事例やご意見

①
実習園による＜実習中（・後）の囲い込み＞＜無試験採用＞など、強引ともとれる採用事例とその対処例

②
学生個人による就活において、園側の不適切と思われる採用方法（求人票無提示採用等）の事例とその対応例

雇用者側の対応で改善された（よくなった）と感じた事例

保育士

①
雇用形態、処遇（含・給与状況）等について

②
学生の就労意識、意欲について

③
雇用者側の対応で改善された（よくなった）と感じた事例

④
雇用者側の対応に苦慮した事例 (下記の共通設問以外)

専門職 対象

幼稚園教諭

①
雇用形態、処遇（含・給与状況）等について

調査票２ 短期大学名

②
学生の就労意識、意欲について

④
雇用者側の対応に苦慮した事例 (下記の共通設問以外)

③
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<調査票への入力上の注意>

調査票データファイルは、「記入上の注意」「学校番号一覧」「分野別学科一覧」「調査票１」「調査票２」

の５シートで構成されています。

その中の「学校番号一覧」のシートに掲載の貴学の学校番号を確認し、調査票１に記載されている学校番号

の欄に貴学の学校番号を入力してください。調査票２にも反映されます。

各調査票の入力に際しては、下記の内容をご確認ください。

【調査票１】について

１．学校番号を入力すると、貴学の「短期大学名」および「短大所在都道府県名」が印字されます。その他の項目については入力してください。

２．各項目・各分野における人数は、平成３１年５月１日現在の本科 第１部（昼間部） の状況をご記入ください。専攻科は対象外です。

３．分野別学科名については、貴学における設置学科について、「分野別学科一覧」のシートに掲載の分野をご確認ください。

なお、昨年度の「分野別学科一覧」から分野が変更になった学科が多くあります。必ず設置学科ごとに分野を確認してください。

４．当該設置学科名については、卒業生の出身学科名を入力してください。（学科名称のみで、専攻名は不要。）

なお、入力する際、当該分野が網掛けになっている場合は、該当分野を再度ご確認のうえ、間違いがないようでしたら、そのまま入力してください。

５．各欄に記入する人数は、同一分野で２学科以上を開設している場合、その合計数を入力してください。

（例：食物栄養科と生活科学科を開設の場合は、「家政」欄の「当該設置学科名」欄にそれぞれの名称を記入し、以下の欄に合計人数を入力。）

　また、1つの学科に複数の専攻を開設している場合は、当該学科の分野を確認し、すべての専攻の人数を合計して入力してください。

（例：生活学科に食物栄養専攻、介護福祉専攻、幼児教育専攻を開設している場合、「家政」欄に生活学科と入力し、以下の欄に３専攻の合計人数を入力。）

６．各分野別の就職決定者数（ａ）の内訳として、企業・団体、公務員（行政職）、専門職の別に、正規雇用／非正規雇用の人数を入力してください。

注 １）「公務員（行政職）」欄には、一般行政職、公立学校事務、消防士、自衛官、警察官等の職に就いた者の人数を入力してください。

　　 なお、幼稚園教諭、保育士、栄養士の専門職免許・資格を活かして、公立の機関に就職した場合は、各専門職の公立の欄にご回答 ください。

２）専門職については、資格を生かして就職した人数を入力してください。

専門職の有資格者であっても、資格を生かした職業に就いていない場合は、雇用主の状況に応じて、企業・団体もしくは公務員欄にご回答ください。

また、例えば、保育士として企業・団体に就職した場合は、専門職・保育士の私立・民間の欄に入力してください。

３）幼保連携型認定こども園に『保育教諭』として就職した場合は、「幼稚園教諭」の欄に含めて公立、私立・民間別にご回答ください。

４） 国家資格を有する「介護福祉士」ではなく、介護員や支援員などの名目で、介護・福祉に関する専門職として介護施設や福祉施設に就職した場合は、

企業・団体の欄に含めてご回答ください。  ※「介護福祉士」は、『その他の国家資格を有する専門職』欄に入力してください。

５）その他の専門職とは、国家資格を必要とする職業　《小学校教諭、中学校教諭、養護教諭、栄養教諭、特別支援学校教諭、図書館司書、 司書補、

介護福祉士、看護師、准看護師、臨床検査技師、臨床工学技師、理学療法士、診療放射線技師、歯科衛生士、歯科技工士、美容師、調理師、

製菓衛生師、自動車整備士》　等を示します。(　)内に具体的職名を記して、当該人数を入力してください。

６）短期大学では取得できない国家資格・免許を有する者が貴学に入学し、就職する際、すでに取得していた資格を生かして就職した場合には、

雇用主の状況に応じて、企業・団体もしくは公務員欄にご回答ください。

７．自県内就職者数は、就職決定者（ａ）のうち、貴短期大学が所在する都道府県内において就職した人数を入力してください。

　なお、就職地が不明の場合は、採用された雇用主の所在地により判断してください。

８．非正規雇用は、派遣社員・契約社員・臨時採用等で、雇用期間が一年以上（一年未満であっても、継続により１年以上雇用されることが確実な者を

　含みます。）であり、かつ勤務形態が正社員に準ずるものの人数をご回答ください。

９．就職以外の進路者数の中の「一時的な仕事に就いた者」とは、主にアルバイト・パートの臨時的な収入を目的とする仕事に就いた者をいいます。

　なお、派遣社員・契約社員などでも、契約内容が不明な場合には、この欄にご回答ください。

１０．「その他」は、どの項目にも該当しない者（就職未決定者、進路未決定者を含む）の人数を入力してください。

１１．卒業者数は、就職決定者数の合計（ａ）と就職以外の進路者数等の合計（ｂ）を足し合わせた数になります。

【調査票２】について

「企業・団体」、「専門職」ごとに、各項目に対し忌憚のないご意見、事例等を入力してください。

「専門職」対象の設問の中で、記載されている専門職名以外に専門職を養成している場合には、該当する専門職名を入力のうえ、ご回答ください。

○調査票の集計に際し、不明な点が確認された場合には、ご入力いただいた方あてにお問合せをさせていただくことがありますので、ご協力くださいますよう

お願いいたします。〈回答票の控え（コピー）を残していただければ幸いです。〉

  　〇お手数をおかけいたしますが、本調査票の　１、２　についてご回答いただき、来る５月２８日（火） までにＥメールに添付してお送りください。

　（送付先Ｅメールアドレス：shuushoku@tandai.or.jp）
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分野別設置学科一覧（平成２９年度入学生）

①人文関係 ②社会関係 ③教養関係 ⑥保健関係

英語英文（学）科 法学科 教養学科 ライフケア学科

英語（学）科 商（学）科 現代教養学科 リハビリテーション学科

英文（学）科 経済（学）科 国際教養学科 医療衛生学科

英米語学科 経営会計学科 医療秘書学科

英米文化学科 経営実務科 看護（学）科

英語コミュニケーション学科 経営情報（学）科 ④工業関係 口腔保健学科

英語ｷｬﾘｱ・ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ学科 経営福祉学科 自動車工学科 歯科衛生（学）科

現代コミュニケーション学科 経営総合学科 自動車工業（学）科 歯科衛生士学科

言語コミュニケーション学科 ビジネス実務学科 情報メディア学科 歯科技工学科

日本語コミュニケーションン学科 ビジネス社会学科 情報処理工学科 歯科技工士学科

国際コミュニケーション（学）科 ビジネス情報学科 電気電子工学科 養護保健学科

グローバルコミュニケーション学科 情報ビジネス（学）科 生命・物質化学科 放射線技術科

国文（学）科 ビジネス教養学科 ものづくり・サイエンス総合学科 臨床検査（学）科

日本語日本文学科 ビジネスコミュニケーション学科 モータースポーツエンジニアリング学科 救急救命学科

日本語文化学科 現代ビジネス（学）科 建築・生活デザイン学科 医療保育学科

文（学）科 観光ビジネス学科 ものづくり創造工学科 健康生活学科

文化学科 総合ビジネス（学）科 機械工学科

日本文化学科 総合ビジネス・情報学科

表現学科 キャリアデザイン学科

文化表現学科 未来キャリア学科 ⑤農業関係

表現文化学科 福祉学科 農学ビジネス学科

文化コミュニケーション学科 社会福祉（学）科 緑地環境学科

コミュニティ文化学科 生活福祉学科 園芸科

人間コミュニティ学科 介護福祉（学）科 包装食品工学科

人間文化学科 保健福祉学科

総合文化学科 医療福祉学科

総合教養学科 医療介護福祉科

地域教養学科 子ども福祉学科

心理・人間関係学科 児童福祉学科

歴史学科 人間福祉学科

仏教（学）科 健康スポーツ・ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ学科

禅・人間学科 メディア・プロモーション学科

観光学科
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⑦家政関係 ⑧教育関係 ⑨芸術関係 ⑩その他

家政（学）科 初等教育（学）科 美術（学）科 秘書科

生活（学）科 児童教育（学）科 デザイン美術（学）科 文化芸術学科

生活科学（学）科 児童総合学科 アート・デザイン学科 総合コミュニケーション学科

生活文化（学）科 児童福祉学科 芸術（学）科 キャリア・コミュニケーション学科

環境文化学科 幼児教育（学）科 メディア・芸術学科 キャリアデザイン学科

生活環境学科 幼児保育学科 造形学科 キャリアプランニング科

生活コミュニケーション学科 幼児教育（・）保育（学）科 造形芸術学科 キャリア開発学科

生活デザイン学科 幼児・児童教育学科 芸術表現学科 キャリア開発総合学科

生活ナビゲーション学科 保育（学）科 音楽（学）科 キャリア創造学科

生活プロデュース学科 保育創造学科 音楽総合科 キャリア教養学科

生活芸術科 実践保育学科 美容ファッションビジネス学科 キャリア育成学科

生活実践科学科 総合保育学科 美容総合学科 総合キャリア教育学科

生活創造学科 医療保育科 総合文化学科

生活造形学科 子（こ）ども学科 国際文化交流学科

生活福祉（学）科 子（こ）ども教育学科 総合人間学科

生活福祉情報科 現代子ども学科 人間総合学科

生活未来学科 子ども健康学科 生活デザイン総合学科

人間健康科 子ども未来学科 コミュニティ総合学科

人間生活学科 地域こども学科 ビジネスキャリア学科

現代生活学科 地域保育学科 ﾋﾞｼﾞﾈｽ・ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ学科

総合生活デザイン学科 コミュニティ子ども学科 ビジネスライフ学科

総合生活学科 国際こども教育学科 ビジネス総合学科

総合生活キャリア学科 体育（学）科 ライフデザイン学科

ライフプランニング総合学科 保健体育学科 ライフデザイン総合学科

ライフデザイン学科 健康・スポーツ学科 子ども福祉未来学科

コミュニティ生活科 人間発達学科 地域みらい学科

健康福祉学科 人間教育学科 地域総合文化学科

美容生活文化学科 地域生活支援（学）科

栄養（学）科

栄養健康学科

健康栄養学科

食生活学科

食物栄養（学）科

食物（学）科

実践食物学科

ヘルスケア栄養学科

製菓学科

調理製菓学科

服飾学科

服飾芸術科

ファッション学科

ファッション総合学科

フードデザイン学科
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就職問題委員会委員一覧 

日本私立短期大学協会 
（令和元年８月現在） 

１ 委 員 長 鈴 木 利 定 群馬医療福祉大学短期大学部 理事長・学長 

２ 副委員長 北 川 裕 樹 北陸学院大学短期大学部 教学・学生支援センター 副参事 

３ 委  員  権 藤 拓  北海道武蔵女子短期大学 就職課長 

４   〃 柿 崎 雅 美  青森中央短期大学 キャリア支援課リーダー 

５   〃 長 津 一 博  群馬医療福祉大学短期大学部 就職センター長 

６   〃 橋 本 聡 恵  聖徳大学短期大学部 キャリア支援課長

７ 〃 若 林 晃  千葉経済大学短期大学部 キャリアセンター参事

８ 〃 永 岡 弘 美  東京家政大学短期大学部 学生支援センターキャリア支援課副課長

９   〃 吉 田 和 代  文化学園大学短期大学部 学園就職支援室副室長 

10   〃 鈴 木 あ久利 目白大学短期大学部 就職支援部長 

13   〃 有 本 昌 剛  関西外国語大学短期大学部 進路指導部長・教授 

14 〃 福 﨑 千 秋  武庫川女子大学短期大学部 キャリアセンターキャリア支援課主任 

15   〃 柴 田 道 信  山口短期大学 学生部長・准教授 

17   〃 澤 田 小百合 九州女子短期大学 事務局長 

18 （順不同・敬称略） 
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